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１ まえがき 
英国では、1994年、レイサム報告書

（Constructing the Team；チームを作る。）

が出された。このレイサム報告書の基本的な

考え方は、競争入札により最低価格者を契約

の相手方とする方法では ＶＦＭ（Value for 

Money；価格に見合う価値）を得られない。こ

れを改めるには、「チームを作る」方法に切

り替えることが必要である。この「チームを

作る」方法とは、建設工事関係者の関係を敵

対的なものから信頼に基づく協働の関係に変

えようとするものである。チームが協働する

ためには、関係者全員が相応の報酬を得る「Ｗ

ｉｎ－Ｗｉｎ；共に勝つ」の関係を構築する

ことが不可欠である。特に、まず発注者が、

受注者が相応の利益を得ることを認め、相応

の利益が得られる契約関係を築くことで、発

注者が望む成果を得ることができるとしてい

る。また、1998年にはイーガン報告書

（Rethinking Construction；建設再考）が発

表された。本報告書では、建設産業が今まで

以上に発注者のニーズに応える産業となるた

めの方策が提言されている。建設パフォーマ

ンスの変革は、特に公共部門の発注者が、建

設工事を発注し、管理する過程でベストプラ

クティス（最優秀事例）を実践したときにだ

け起こり得ると結論づけている。そして、関

係者のパートナリングを進めること、パフォ

ーマンス指標の採用などを提唱している。前

回の調査研究（１）では我が国の公共工事で

は事例がないパートナリングを中心に発表し

た。 

 

  今回の調査研究（２）は我が国に先駆けて

導入されているＰＦＩ事業の取り組みが建設

パフォーマンスの改善に有効に働いたか否か

をＮＡＯ（英国会計検査院）の報告書から検

証した。 

 

2 ＰＦＩとＮＡＯ（英国会計検査院） 

 英国では、サッチャー政権以来の小さな政

府への転換を図るために進めた 

一連の行財政改革の中で、 

1992年にＰＦＩ（Private Finance 

Initiative）に関する包括的な法が定められ

ＰＦＩ事業が始まった。以降、1997年のベイ

ツ報告を経て、現在ではＰＰＰとして実施さ

れている。ＰＰＰ（Public Private 

Partnership）となったことで、ＰＦＩの範囲

が広がり、アウトソーシングや民営化的手法も

含むことになった１２）。英国のＰＰＰ／ＰＦＩ

は既に500事例を越えており、建設工事を含む

政府サービスの有力な調達手段となっている。

このため、ＮＡＯも大きな関心を持っており、

ＰＦＩ担当チームを設置して、1997年から

2003年2月の間に34件の報告書を出している。

これらの中には、個別のプロジェクトに関する

報告書が30件、ＰＦＩの制度などに関して横

断的な意見を述べた報告書が４件ある。 

1998年の報告書では、高速道路庁の4件のデ

ザインビルド工事について意見を述べた。この

中には、4件のプロジェクトで13％の節約にな

っていること、割引率の取り方によってＰＦ

Ｉの便益は変わること、 
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仮想料金（Shadow tolls）による支払い条件

は、正味の節約を減ずる恐れや民間事業者が効

率的に運営できない恐れがあること、高速道路

庁が期間中のモニタリングを行うこと、ＰＳ

Ｃ（Public Sector Comparator;官比較値）に

おいては精度に注意する必要があることなど

を述べている。1999年の報告書では、それまで

の個別プロジェクト毎の報告書を総括する形

でＰＦＩのＶＦＭを高めるためにどのような

配慮が必要かを述べている。この報告書は勧告

も教訓も記載しない形式となっているが、Ｐ

ＦＩを行うに当たっての留意点がまとめられ

ており、報告書全体が勧告とも言える。 

 2001年の報告書では、ＰＦＩにおけるパー

トナーシップに焦点を当てて、相互に成功す

るためにどのように働くかの共通のビジョン

を元にパートナーシップを確立すること、ス

タッフの教育訓練の充実、契約変更の手続き

を入れるべきことなどを勧告している。 

 2002年の報告書では、調達資金の金利は事業

の進捗に伴いリスクが減少することに連動し

て低下するため、金利の更新条項を契約書に記

載することが必要であることを勧告している。

2003年の報告書「ＰＦＩ：建設パフォーマ

ンス」（ＰＦＩ ;Construction Performance）

では、ＰＦＩによって建設パフォーマンスは

改善されたかという設問に対する検証を行っ

ている。 

 
３ ＰＦＩによって建設パフォーマンスは改

善されたか 

2001年の報告書で98機関のＰＦＩ事業を調

査した結果から表１のデータを示している。こ

れらは、ＶＦＭの提供に関してＰＦＩに対す

る当局の強い期待を表しているが、ＶＦＭが

保証されているわけではない。ＶＦＭを得る

ためには、注意深いプロジェクト管理や受注者

との関係管理に対する周到な配慮が必要であ

り、また、ユーザー満足度を知る必要があると

している。 

また、2003年の報告書「ＰＦＩ建設パフォー

マンス」では、中央政府によるＰＦＩ37件に

ついて、価格の確かさ、工期及び品質に焦点を

当てて調査した結果を示している（表2～４）。

これらはいずれも、ＰＦＩは建設パフォーマ

ンスの改善になっていることを示していると

している。 

「ＰＦＩ：建設パフォーマンス」では、建設

パフォーマンスの評価を次のように結論づけ

ている。 

ＰＦＩによる建設事業は、政府に価格の確か

さを保証し、良い品質の目的物を工期までに提

供するという仮説は支持できる。 

 

 

 

   
しかし、これらのプロジェクトが異なる調達

方法を使った場合にどんな結果になったかを

判断することは困難である。政府は、プロジェ

クトの始めにＰＦＩ以外の調達の他の形式も

検討することを勧告する。また、パフォーマン

スの計測データの統計を整える、ＰＦＩの教

訓をＰＦＩ以外に施行できる範囲を評価でき

る優良事例集を作成する、ＰＦＩの評価の一

部として利用者調査をすることを勧告する。 

ＰＦＩの課題として、ＮＡＯの指摘は、Ｐ

ＦＩがベストの調達方法であると結論づけた

訳ではなく、政府は安易にＰＦＩを選択すべ

きではなく、他の事業実施方式、例えば、デザ

インビルドやプライム契約も模索すべきとし

ている。 

 個々のプロジェクトにＰＦＩを適用するか

否かの判断は、ＰＳＣ（Public Sector 

Comparator）とＰＦＩ事業者の提示価格との

比較で決定されるが、公的予算確保ができる見

込みがない場合には、ＰＦＩ以外に選択肢が

ないと言う方が易しい状況が生じており、Ｐ

ＦＩを選好する傾向となっている。 

 

４ ＰＦＩのＶＦＭ 

 「ＰＦＩ：建設パフォーマンス」は、設計

と施工の側面について伝統的方法と比較して

ＰＦＩが優れているとしか評価はしていな

く、維持管理まで含めた評価をしていない。ま

た、ＰＦＩの事業そのものがＶＦＭになって

いるかが評価の対象となっていない。これらの

コメントは、1998年の報告書やＣＴＲＬに関

する報告書で見られるが、個別プロジェクトの

レベルに留まっている。 

ＰＦＩ事業のＶＦＭに関して財務委員会の

報告では平均して１７％の節約があったとし

ている。この節約効果に関してＮＡＯは懐疑

的である。この理由は以下の通りである。 

①30年の長期にわたるプロジェクトについて

正確な経費予測は困難である。 

②ＰＦＩの提示価格は民間のもので信頼でき

る。一方、計算された価格であるＰＳＣは確

実ではない。例えば割引率が変れば別の価格に

なる。加えて、ＰＳＣの算定は、複雑な計算

ルールに基づくものであるがゆえに計算途中

で多くのエラーが出る。しかし、ＰＳＣにつ

いて懐疑的であることがＰＦＩの否定にはな

らない。例えば、仮にＰＳＣよりＰＦＩ事業

者の提示額が高くても、相応の理由があれば

ＰＦＩで実施することもあり得るとの見解で

ある。 
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５ まとめ 

我が国においてＰＦＩ事業の選定を行うか

どうかの評価について、「ＰＦＩとして実施

する方が公共部門が実施する場合に比べＶＦ

Ｍがある場合、効率的かつ効果的に実施でき

るという基準を満たす」としている。ＶＦＭ

を指標にＰＦＩによる効果を定量的に検証さ

せており、我が国では厳密な形での事前評価

を求めている。したがって、公共施設の管理者

等は、ＰＦＩのＬＣＣ（Life Cycle Cost）が

ＰＳＣより低いことを証明しなければならな

い。このことは論理的にＰＦＩ事業を採択し

たことを証明するものではあるが、事業のＶ

ＦＭ評価は簡単ではない。公共施設の管理者

等が、ＰＦＩ事業者が行う場合のＬＣＣを算

定できるという前提には無理がある。政策的意

志決定の下で特定事業候補とし、ＰＦＩ事業

希望者を募り、その見積もりを査定し、比較す

る方が合理的である。改正ＰＦＩ法では提案

の自由度を高めた制度の導入が図られてい

る。しかし、どのように意志決定したとして

も、ＰＦＩが失敗した場合等には、ＶＦＭの

算定は適切だったのかと問われることになる。

その際には、割引率の見込み方の適切さも問わ

れると予想され、既に、その指摘もされている。

我が国では、ＰＦＩの多くが学校、病院な

どの建物施設に集中しており、英国に比べて、

交通インフラなどの事例がなく、英国の経験に

学ぶべき点が多いと考える。 

「参考文献」 

 (１)レイサム卿の報告書（1994年） 

建設工事において競争入札により最低

価格入札者を契約の相手方とする伝統的

な方法は価格に見合う価値(Value for 

Money；ＶＦＭ)をもたらしてはいないと

し、その状況を改善するための処方箋を

示す内容。 

(２)「建設の近代化」 

（2001年～英国会計検査院） 

レイサム卿の報告書以来の建設工事に

おけるベストプラクティスを目的とする

英国政府の取り組みについて、総合的に

調査・評価した報告。 

「PFI：建設パフォーマンス」 

（2003年2月～英国会計検査院） 

PFI方式により建設パフォーマンスが

改善されたかの設問について検証。 
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ＶＦＭ

ＰＦＩ事業の
ＬＣＣ

ＰＳＣ

「適切な調整」
を行う前の公的
財政負担の額

（ＰＦＩ事業者

が負担するリス
クを含む）

当該公共設等
の管理者等の財
政負担となる支

援の額を加えた

「適切な調整」
途中の財政負担

の額

当該公共設等
の監理者等の収
入となる税収そ

の他の収入を減

じた「適切な調
整」後の公的財

政負担の額

上記で算定
したＰＳＣ

 
表1ＰＦＩのＶＦＭについての当局の認識 （単位;％） 

ランク 2000年以前の契約 ２００１年 

非常によい   １４    ６ 

よい   ４６   ４６ 

普通   ２６   ２９ 

最低限   １４   １５ 

悪い    ０    ４ 

表2 ＰＦＩの下での改善 

 １９９９年調査 ２００２調査 

契約時の価格を超過した事業 ７３％ ２２％ 

工期遅れの事業 ７０％ ２４％ 

表3 設計品質                              （単位;件） 

ランク 省庁 プロジェクトチーム 

非常によい   １１   １２ 

よい   １３   １１ 

適当    ８    ９ 

悪い    ０    ０ 

非常に悪い    ０    ０ 

表4 工事品質                               （単位;件） 

ランク 省庁 プロジェクトチーム 

非常によい    ７    ７ 

よい   １６   １３ 

適当    ９   １０ 

悪い    ０    ０ 

非常に悪い    ０    ０ 
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